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目的

執筆者： 

E-mail  伴 真範 

1. はじめに

連載第 4 回に引き続き、株式及び資本金について解説致します 1。 

2. 株式及び資本金(承前)

(1) 株式の発行

a. 会社設立時の株式発行手続

会社設立時の株式発行手続の概要は、連載第 2 回に記載の会社の設立手続の通りです。なお、外国企業(非居住

者)が会社を設立する場合、設立時に発行される株式に係る払込金は、新会社名義の設立前口座に海外から送金す

ることが必要です。これに対して、居住者に対して株式を発行する場合には、定款等に別途定める場合を除き、当該

株式については、会社の設立後いつでも払込金の支払いを行うことができます。

b. 増資時の株式発行手続

会社法上、原則として、取締役会は、株式を発行し、増資を行う権限を有します。株式発行に関する主な手続の概要

は、以下の通りです。

(i) 取締役会を開催し、株式の発行による増資について協議する。

(ii) 株主に対して、優先引受権(後記 c 参照)の行使の有無に係る通知を行う。株主が優先引受権を行使しない場

合、既存株主から異議がない旨の証明書(No-objection Certificate)を取得する。

(iii) 株式引受人との交渉結果に基づき、取締役会において、次の事項を決議する。

I. 当該株式引受人への割当て

II. 株式引受契約書、当該契約の調印、及び当局(RJSC)への届出に関する授権

(iv) 株式引受契約を締結し、当局への届出様式(Form XV)を作成する。

(v) 払込金を受領した後、株式の割当てから 60 日以内に、Form XV にて当局届出を行う 2。

(vi) 株主名簿を更新し、株式の割当てから 90 日以内に株式証書(Share Certificate)を発行する。

c. 優先引受権

定款等に別途定める場合を除き、株主は、増資のために新しく株式が発行される場合、当該株式を優先的に引き受

ける権利(以下｢優先引受権｣)を有します。

株主の保有比率に応じて、発行予定の株式に関して引受けの申し入れがなされ、株主が申し入れを拒否するか、15

日以内に承諾しない場合、取締役会は、第三者に対して株式を発行することができます。

1 なお、連載第 1 回乃至第 4 回において定義した用語は、本稿においても同じ意味を有するものとします。 

2 株式割当てに関する当局届出に関する届出期間を徒過した場合、罰金が科せられます。かかる罰金の免責を得るために、会社及

びその責任者は、届出期間の延長を求めて裁判所に申立てを行うことが必要になりますので、ご留意下さい。 
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d. 払込み

株式への払込みの方法として、金銭又は現物出資による方法があります。

金銭にて払込みを行う場合、所定の銀行取引により行う必要があり、会社の銀行口座に振り込まれなければなりま

せん。他方、現物出資の場合、個別の事情に応じて、出資できる物等に一定の制限があり得るため、実際に利用する

場合には、現地の専門家に相談することが必要です。

(2) 株式の譲渡

a. 株式譲渡の手続

株式譲渡の手続は、会社法及び定款に従い行われます。通常、株式の譲渡には、会社の取締役会の承認が必要と

されます。また、株式の譲渡は、株式譲渡契約に基づき実施され、株式譲渡証書(Form 117)の締結及び株主名簿にお

ける名義変更によって完了することになります。株式譲渡に関して、実務上一般的にとられる手続は、以下の通りで

す。

(i) 附属定款、契約、許認可等における株式譲渡に係る制限等の有無を確認する。

(ii) 取締役会に対して、株式譲渡の意向を書面により通知し、株式譲渡に係る条件を記載したレターを既存株主に

対して送付する。

(iii) 株式譲渡に係る制限等に係る手続の履行後、株式の譲渡人及び譲受人は、Transfer Deed 及び株式譲渡証書

に署名する。実務上、取締役会の承認後、株式譲渡証書に印紙が貼付される。印紙税は、各株式の額面価額

に基づき支払うことが必要とされる。

(iv) 株式を譲渡しようとする株主(譲渡人)は、Transfer Deed に署名し、必要な書類を RJSC に提出後、譲渡人は、自

ら RJSC に出頭し、株式譲渡の真正性を確認するために再署名しなければならない。譲渡人が外国人又は非居

者の場合、株式譲渡を証する書類及び宣誓供述書(Affidavit)がバングラデシュ大使館又は高等弁務官にて認証

されなければならない。

(v) 上記各手続が完了した後、株主名簿の名義書換を行う。新しい株主(譲受人)は、株式証書を受け取る権利を有

する。

b. 株式譲渡の制限等

株式の譲渡の場合、(株式の発行の際に他の株主に優先引受権が認められるのと異なり、)会社法上、当然に他の

株主に当該株式を買い取る権利(先買権)が明示的に付与されるものではありません。他方で、先買権は、附属定款に

規定されることもあります。この場合、株式の譲渡を希望する株主は、他の既存株主に対して当該先買権の行使の有

無を確認しなければならず、当該他の株主が当該株式の買い取りを拒否した場合には、譲渡の実行に先立ち、既存

株主から先買権に係る放棄書又は異議がない旨の証明書を取得することが望ましいものと考えられます。

また、附属定款、株主間合意書、合弁契約等において、株式の譲渡を制限する条項又は株式譲渡に係る権利を定

める条項が規定されることがあります。例えば、譲渡禁止期間、プット・オプション(株式売却請求権)、コール・オプショ

ン(株式買取請求権)、タグ・アロング(共同売却請求権)、ドラッグ・アロング(強制売却請求権)等が含まれます。

なお、1 人株主会社(OPC)の株式譲渡については、全ての株式が他の自然人にのみ譲渡する場合に限り認められま

す。 

(次号に続く) 
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当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。

西村あさひ法律事務所 広報室 E-mail
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